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１ 基本的な考え方 
 （１） はじめに（新文書管理構築事業の背景） 
   ① 本市における文書管理の現状 
     本市は、現在、次に掲げる文書管理上の問題を抱えています。 
    ア 平成１８年１月１日に１市４町で合併した後、文書管理の方式が統一されてい

ないため、それぞれの方式で管理されている。 
    イ 文書が職員によって私物化され、正確な文書目録が作成されていないので、ど

こにどのような文書があるのか組織的に把握されていない。→ 市民に対して文

書目録が公開されていない。 
ウ 文書のライフサイクルが機能せず、不要文書が氾濫している。 
エ 文書が施錠管理されていないので、個人情報が漏えいするリスクが高い。 
オ 文書取扱規則に基づく適正管理が難しくなっており、文書の整理が徹底されて

いない。 
    カ 紙文書と電子文書がそれぞれで管理されており、特に電子文書の管理ルールが

示されていない。 
 
   ② 文書管理上の問題の原因 
     ①で掲げた問題を招いている原因として、次のようなことが考えられます。 
    ア 職員の意識の問題 
     ・ 文書を整理しなくても、実務上直ちに困ることにはならない。 
       → 毎日の事務は、問題なくできているのでこのままでよい。 
     ・ 文書管理は、行政の裁量行為なので後回しでよい。 
     ・ 文書は作成した職員のものである。 

→ 文書は市民のものであるという意識が希薄である。 
・ 庁舎には、夜間でも警備員がいるから、文書を机の上に置いたまま帰っても

問題はない。 
 → 誰でも持ち出しができる状態にあること自体が問題であるという意識が

ない。（他の自治体では、内部職員からの漏えいという事例もある。） 
     ・ 電子でも保存しているので、紙文書はどこにあるかわかる程度でよい。 
       → 電子文書は、紙文書よりも優先であるという誤解がある。 
       → 現在のところ、紙が原本として認められている。 
    イ 制度上の問題（現行の簿冊方式の限界） 

・ 事案の完結後に綴じ込むので、未完結文書は職員の手元保管になる。 
  → 私物化のはじまりとなる。 

     ・ 文書の整理上、綴じ込むのは最後なので、どうしても整理は後回しになる。 

→ 文書のライフサイクルができにくい。 
     ・ 簿冊では、綴じる単位が大きくなるので、ファイル名が抽象的になり検索が

しにくく、不要文書の廃棄もしにくい。 
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 → 職員の文書管理の維持に対する事務的負担が大きくなる。 
     ・ 分類の変化に対応しにくいので、ファイル名と中身が矛盾しやすい。 
       → より効率的なシステムの構築が必要である。 
 
   ③ 問題解決策としての新しい文書管理の構築 
     ①及び②を解決する方法として、新しい文書管理を構築しなければなりませんが、

その手段としてファイリングシステムを導入します。 
     ファイリングシステムとは、組織の文書を、組織のものとして、必要に応じて即

時に活用できるように組織的に保管・保存整理し、ついには廃棄又は移管に至る一

連の制度のことをいいます。 
     なお、ファイリングシステムの直接の目的は、次のとおりです。 
    ア 文書私物化の排除 
      職員個人による自己流の管理を排除する。  

→ 課内の文書を組織的に管理して情報の共有化を図る。 
    イ 即時検索 

課内の文書を即時検索できる。 
    ウ 他者検索 

検索制限がある場合を除いて、課内の担当者以外であってもすべての文書が検

索できる。 
    エ 不要文書の氾濫防止 
      不要文書について、適正に廃棄する。 
    オ アーカイブズの適正移管 
      アーカイブズ（保存期間が経過した後も、歴史的資料として保存すべき公文書

のことをいう。以下同じ。）について、適正に教育委員会に移管する。 
 
   ④ ファイリングシステムの機能 
     ファイリングシステムの機能は、次のとおりです。 

ア 私物化排除のための機能 
     ・ 統一用具（キャビネットとフォルダー等）により所定の場所に保管する。 

→ 退庁時にキャビネットは施錠し、安全性を高める。 
     ・ キャビネット内のフォルダーを使いながら、検索しやすいように並べる。 

→ この並べた記録を文書目録として情報の共有化を図る。 
イ 不要文書の氾濫防止のための機能 

文書の経過年数に応じて置き場所を移動させる。これにより、現年度文書の置

き場所を求めて前年度の文書を移動し、廃棄又は移管まで行う。 
       → 文書のライフサイクルが確立され、文書の整理点検の好機となる。 
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   ⑤ ファイリングシステムの導入による効果 
     ファイリングシステムを導入することによって、次のような効果が現れます。 
    ア 職員の政策能力の向上 

職員が、市が保有するすべての文書を、業務の参考文献として活用できる環境

が整うので、意思決定の最適化に資することになり、政策能力の向上が図られる。 
    イ 行政サービスの向上 
     ・ すぐに検索できるので、迅速に対応できる。 
     ・ 同じ課内の他者検索ができるので、担当職員が不在でも対応しやすくなる。 
    ウ 市民参画の推進 

文書目録を市のホームページなどで公開することによって、情報公開や市民と

の情報の共有が図られ、市民の意思決定の最適化に資するとともに、市民が市政

に参加しやすくなり、協働のまちづくりが推進できる。 
    エ 事務能率の改善（行政改革） 

・ 文書の適正管理を合理的・効率的に行うことができる。 
・ 文書検索に要する無駄な時間を節約して、人的資源の有効活用を図る。 
・ 分類された文書そのものが引継書になるので、事務引き継ぎが簡略化できる。 
・ 文書の分類をすることによって、事務の状況が確認できるので、事務事業の 

見直しや事務事業の一本化など再編・整理ができる。 
    オ 庁舎内のスペースの効率的利用 

文書の管理には不必要な脇机、保管庫等を他の用途に活用して、キャビネット

を集中的に配置するので事務室が整理され、空きスペースを効率的に活用できる。 
    カ 情報公開制度及び個人情報保護制度に対応 

・ 文書の分類をすることによって、市が保有するすべての文書の目録ができる 
ので、それを情報公開目録として活用できる。 

・ すぐに検索できるので、情報公開及び情報提供に迅速に対応できる。 
・ キャビネット及びノートパソコンの保管庫を施錠管理するので、市が保有す 

る個人情報が漏えいするリスクが少なくなり、個人情報保護制度に対応した管 
理ができる。 

    キ 公文書等の管理に関する法律に遵守 
平成２１年７月に公布された「公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律

第６６号）」第３４条には、地方公共団体の文書管理について、適正な管理及びそ

の実施に努めるように定めている。 
本市で構築するファイリングシステムは、国が求めている文書管理の内容につ

いて、すべて適合しており、公文書管理法第３４条に対応していることになる。 
    ク 文書管理に関する国際標準に準拠 
      本市で構築するファイリングシステムは、ＩＳＯ１５４８９※及び１ＳＯ/ＴＲ

２６１２２※の文書管理に関する国際標準の要件にも合致しているので、導入する

ことによって準拠していることになる。 
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※ ＩＳＯ１５４８９：２００１年に制定された記録管理の国際標準で、官民を問わ

ず、世界各国の文書管理のガイドラインとなるものである。 
   ※ ＩＳＯ/ＴＲ２６１２２：２００８年に制定された記録管理の国際規格で、文書管

理の水平分類（序列）を定めたものである。 
 
    ケ 電子文書の管理への応用 
      ファイリングシステムによる紙文書の管理手法（フォルダーのタイトル名の付

け方、第１ガイド及び第２ガイドの分類技法や整理の仕方など）は、電子文書の

管理へ応用できるので、紙文書と電子文書の一元的管理ができ、すべての文書を

対象に秩序が保たれる。 
 
 （２） 本市における事業目的 

本市における新文書管理構築事業の目的は、前述の文書管理上の問題を解決する

とともに、 
① 文書目録情報が全庁的に共有される。 
② いつでも、どこでも、誰でもが文書目録情報を検索できて活用できる。 
の要件を満たし、市民のニーズに即対応ができる「情報の適正管理・活用システム」

を構築することによって、効率的な行政運営と平成２０年１月に策定された都城市

総合計画に掲げている「開かれた市政の推進」の向上・達成に資することとします。 
 
 （３） 新文書管理構築に当たって 
   ① ファイリングシステムの導入に係る留意事項 
     ファイリングシステムには、一般的に次のような留意事項があります。 
    ア ファイリングシステムの導入時に相当の経費と労役が必要となること。 
    イ ファイリングシステムは、今までやってきた仕事のやり方を大きく変革するこ

とになるので、導入時と運用初期に職員に相当のストレスを与えることになるこ

と。 
    ウ 「文書は組織で管理するものである。」というルールの徹底を要すること。 
     以上のことから、ファイリングシステムの導入は、職員の意識改革そのものであ

るため、職員に対する教育が最重要課題となります。 
 
   ② 維持管理における職員力の養成と活用 

ファイリングシステム導入後の維持管理については、基本的に職員で取り組める

ような体制を構築して、自主的な維持管理ができるようにします。 
そのためには、選抜した職員に文書管理に関する研修等を受講させて、文書管理

に精通した職員を養成し、活用できるようにします。 
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   ③ 過年度文書の取扱い 
     過年度文書については、基本的に書庫で保存することとしますので、事務室内に

ある過年度文書及び書庫で保存されている過年度文書の簿冊の中身を整理します。 
そして、引き続き保存するものは、検索性を高めるため及び個人情報保護の観点

から簿冊のまま文書保存箱に収納して書庫で保存することによって、その文書の目

録を作成します。 
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２ ファイリングシステムの基本仕様 
 （１） ファイリングシステムの基本方式 
     公文書管理法の文書管理ガイドラインに準拠したバーチカルファイリング方式と 
    します。 
 
 （２） 管理対象文書の範囲 

管理対象文書の範囲は、記録されている媒体（紙、電子等）を問わず、自治体が

保有するすべての情報を対象とします。 ただし、次に掲げるものや職員の個人的な

文書と認められるものについては、限定的に管理対象外とすることも認めます。 
① 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的とし 

て発行されるもの 
② アーカイブズ 
③ 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用資料として特別の管理がなされてい 

るもの 
なお、紙文書は総務課、電子文書は情報政策課が所管することを前提とします。 
 

 （３） 切替え対象文書の範囲 
     原則として、前年度及び現年度の文書を切替え対象とします。 
 
 （４） 管理・運用ルール 
     「上下二期間法」※及び「年度末場所換え法」※によります。 
 
    ※ 「上下二期間法」及び「年度末場所換え法」：完結、未完結文書を問わず、直近

の２年間の文書を事務室のキャビネットで保管し、その後は場所を換えて書庫

で保存する方法のことで、これにより組織的な管理が可能となり、文書のライ

フサイクルが機能することになる。 
 
 （５） 導入対象組織 

ファイリングシステムを導入する組織の対象は、本庁、総合支所、市民センター、

清掃工場、水道局、教育委員会、図書館、美術館、中央公民館、議会事務局、選挙

管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局及び消防局とします。 
 

 （６） 保管単位（キャビネットの配置単位） 
     原則として、各課を単位とします。なお、本庁等で室のみ単独で存在するような

組織については、当該室を単位とします。 
 
 （７） 使用するファイル用具 
     基本的に、第１ガイド、第２ガイド、フォルダー、連絡フォルダー、フォルダー
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ラベル及びガイドラベルを使用します。ただし、フォルダーで保管・保存が困難な

文書及び簿冊で保管・保存が適している文書については、導入時に協議することと

します。 
 
 （８） 使用するファイリングキャビネット 

基本的に、バーチカル・ファイリングキャビネット（標準型キャビネットの３段

型、コンプレッサー付）とします。ただし、既存のラテラル・ファイリングキャビ

ネット等で活用できるものは、活用します。 
 

 （９） 文書の分類方式 
事務機能分析に基づくツミアゲ式階層分類と事務工程分析による序列式水平分類

方式（ISO/TR26122）を組み合わせたクロス分類とします。 
 

 （10） 職員への教育指導方式 
文書管理に対する一人一人の職員の意識を高めるために、各課等の事務室におい

て、実際の文書を確認しながらの職員への実地指導を基本とします。併せて、講習

会形式の段階別職員研修も実施するものとします。 
 
 （11） 書庫の管理方式 
     書庫での保存は、原則として、文書主管課がすべて管理する集中管理方式としま

す。 
     また、書庫内の棚の配架方法は、書庫の状況、収容面積等を検討して、保存期間

別又はフリーロケーションのいずれかを採用します。ただし、本庁の書庫スペース

は限られていることから、長期保存文書については、八幡町別館、総合支所を含む

近隣施設での保存も検討します。 
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）

 
へ

移
管
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　（１）導入ブロックの編成

庁　　舎
平成22年4月1
日現在職員数

（人）

対象職員数
（人）

想定導入ブロック

総務部 本庁舎西館３階 15 15 第１ブロック

総務部 本庁舎西館３階 17 17 第２ブロック

総務部 本庁舎西館３階 27 27 第１ブロック

総務部 本庁舎東館６階 15 15 第１ブロック

総務部 本庁舎西館３階 17 17 第２ブロック

総務部 本庁舎西館３階 9 8 第１ブロック

企画部 本庁舎西館４階 17 17 第２ブロック

企画部 本庁舎東館５階 7 7 モデル

企画部 本庁舎西館３階 16 16 第１ブロック

企画部 本庁舎西館４階 12 12 モデル

市民生活部 本庁舎東館２階 14 14 第２ブロック

市民生活部 中央公民館 12 6 モデル

市民生活部 本庁舎西館１階 38 38 第４ブロック

市民生活部 本庁舎西館２階 22 22 第４ブロック

市民生活部 本庁舎西館２階 37 37 第４ブロック

市民生活部 本庁舎西館２階 24 24 第２ブロック

市民生活部 沖水地区市民センター 7 7 第５ブロック

市民生活部 志和池地区市民センター 6 6 第５ブロック

市民生活部 庄内地区市民センター 6 6 第４ブロック

市民生活部 西岳地区市民センター 5 5 第４ブロック

市民生活部 夏尾市民センター 1 1 第５ブロック

市民生活部 中郷地区市民センター 6 6 第５ブロック

環境森林部 本庁舎東館２階 16 16 第１ブロック

環境森林部 本庁舎東館４階 11 11 モデル

環境森林部 清掃工場 33 9 第３ブロック

環境森林部 本庁舎東館４階 11 11 第２ブロック

環境森林部 清掃工場 24 8 第３ブロック

福祉部 本庁舎東館１階 31 31 第４ブロック

福祉部 本庁舎西館１階 23 22 第１ブロック

福祉部 本庁舎西館１階 76 9 モデル

福祉部 本庁舎東館２階 27 27 第３ブロック

健康部 本庁舎東館１階 17 17 第２ブロック

健康部 本庁舎東館１階 32 32 第４ブロック

健康部 本庁舎西館１階 39 39 第５ブロック

こども課

保育課

保護課

健康課

資産税課

納税課

沖水地区市民センター

志和池地区市民センター

庄内地区市民センター

西岳地区市民センター

夏尾市民センター

中郷地区市民センター

３　新文書管理の構築

機　　　関　　　名

総務課

管財課

市
　
　
　
　
　
　
長
　
　
　
　
　
　
部
　
　
　
　
　
　
局

保険年金課

環境政策課

森林保全課

環境業務課

環境施設課

職員課

情報政策課

契約課

危機管理課

経営戦略課

行政改革課

生活文化課

コミュニティ課

市民課

市民税課

清掃工場

福祉課

介護保険課

財政課

秘書広報課
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庁　　舎
平成22年4月1
日現在職員数

（人）

対象職員数
（人）

想定導入ブロック機　　　関　　　名

健康部 西岳診療所 － －

農政部 本庁舎東館４階 15 15 第１ブロック

農政部 本庁舎東館４階 18 18 第１ブロック

農政部 本庁舎東館４階 13 13 第５ブロック

農政部 本庁舎東館４階 29 29 第３ブロック

商工部 本庁舎東館５階 12 12 第１ブロック

商工部 本庁舎東館５階 8 8 モデル

土木部 本庁舎東館３階 15 15 第２ブロック

土木部 本庁舎東館３階 17 17 第３ブロック

土木部 本庁舎東館３階 34 22 第２ブロック

土木部 本庁舎東館３階 31 31 第３ブロック

土木部 本庁舎東館５階 26 26 第３ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所２階 6 6 第５ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所２階 8 8 第５ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所１階 9 9 第５ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所１階 10 10 第５ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所２階 12 12 第５ブロック

山之口総合支所 山之口総合支所２階 8 8 第５ブロック

高城総合支所 高城総合支所１階 9 9 第６ブロック

高城総合支所 高城総合支所１階 10 10 第６ブロック

高城総合支所 高城総合支所１階 9 9 第６ブロック

高城総合支所 高城総合支所１階 10 10 第６ブロック

高城総合支所 老人ホーム友愛園 10 －

高城総合支所 高城総合支所２階 14 14 第６ブロック

高城総合支所 高城総合支所２階 10 10 第６ブロック

山田総合支所 山田総合支所１階 6 6 第７ブロック

山田総合支所 山田総合支所１階 9 9 第７ブロック

山田総合支所 山田総合支所１階 9 9 第７ブロック

山田総合支所 山田総合支所１階 9 9 第７ブロック

山田総合支所 山田総合支所２階 11 11 第７ブロック

山田総合支所 山田総合支所２階 7 7 第７ブロック

高崎総合支所 高崎総合支所２階 8 8 第７ブロック

高崎総合支所 高崎総合支所２階 11 11 第７ブロック

高崎総合支所 高崎総合支所１階 9 9 第７ブロック

高崎総合支所 高崎総合支所１階 11 11 第７ブロック

財務課

市民生活課

健康福祉課

産業振興課

市民生活課

健康福祉課

工業振興課

都市計画課

道路公園課

下水道課

維持管理課

建築課

老人ホーム

総務課

西岳診療所

農政課

畜産課

農産園芸課

健康福祉課

商業観光課

農村整備課

産業振興課

建設課

建設課

総務課

財務課

財務課

市民生活課

市
　
　
　
　
　
　
長
　
　
　
　
　
　
部
　
　
　
　
　
　
局

財務課

市民生活課

健康福祉課

産業振興課

建設課

総務課

総務課
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庁　　舎
平成22年4月1
日現在職員数

（人）

対象職員数
（人）

想定導入ブロック機　　　関　　　名

高崎総合支所 高崎総合支所１階 12 12 第７ブロック

高崎総合支所 高崎総合支所２階 14 14 第７ブロック

本庁舎東館１階 12 12 第４ブロック

水道局 22 22 第５ブロック

水道局 39 39 第５ブロック

南別館２階 12 12 第１ブロック

南別館２階 19 19 第２ブロック

南別館３階 7 7 モデル

南別館２階 14 14 第３ブロック

菖蒲原町別館２階 11 11 第３ブロック

給食センター 19 19 第２ブロック

山之口町中央公民館 6 6 第５ブロック

高城生涯学習センター 12 12 第６ブロック

山田総合センター 6 6 第７ブロック

高崎総合支所３階 7 7 第７ブロック

図書館 8 8 第３ブロック

美術館 5 5 第４ブロック

都城島津邸 5 5 第３ブロック

本庁舎西館５階 10 10 第１ブロック

本庁舎東館５階 7 7 第１ブロック

本庁舎東館７階 11 11 第３ブロック

消防局庁舎２階 12 12 第６ブロック

消防局庁舎２階 7 7 第６ブロック

消防局庁舎２階 10 10 第６ブロック

消防局庁舎２階 17 17 第６ブロック

消防局庁舎１階 73 73 第６ブロック

鷹尾分署 12 12 第７ブロック

北消防署 59 59 第６ブロック

高崎分署 14 14 第７ブロック

98 1,565 1,428都城市合計

産業振興課

建設課

スポーツ振興課

生涯学習課

文化財課

水道局

教
育
委
員
会

議会事務局

監査委員事務局

農業委員会事務局

消
　
　
防
　
　
局

学校給食課

業務課

山之口教育課

高城教育課

山田教育課

高崎教育課

教育総務課

学校教育課

北消防署

高崎分署

総務課

警防課

予防課

指令課

南消防署

鷹尾分署

図書館

美術館

都城島津邸

工務課

市
長
部
局 会計課
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導入年度 ブロック名 課等数 職員数

22 モデルブロック 7 60

第１ブロック 13 193

第２ブロック 11 192

第３ブロック 12 196

第４ブロック 9 188

第５ブロック 15 192

第６ブロック 13 252

第７ブロック 16 155

96 1,428

ブロックの構成課等

導入対象一覧表　→

24

25

ブロック名 課　　　　　等　　　　　名

23

モデルブロック

第１ブロック

第２ブロック

第３ブロック

第４ブロック

第５ブロック

第６ブロック

第７ブロック

行政改革課、秘書広報課、コミュニティ課、森林保全課、保育課、
工業振興課、スポーツ振興課

総務課、職員課、情報政策課、危機管理課、財政課、環境政策課、
こども課、農政課、農産園芸課、商業観光課、教育総務課、議会事務局、
監査事務局

管財課、契約課、経営戦略課、生活文化課、納税課、環境施設課、
健康課、都市計画課、維持管理課、学校教育課、学校給食課

環境業務課、清掃工場、保護課、農村整備課、道路公園課、建築課、
下水道課、生涯学習課、文化財課、図書館、都城島津邸、農業委員会

市民課、市民税課、資産税課、庄内地区市民センター、
西岳地区市民センター、福祉課、介護保険課、会計課、美術館

沖水地区市民センター、志和池地区市民センター、夏尾市民センター、
中郷地区市民センター、保険年金課、畜産課、山之口総合支所、水道局、
山之口教育課

高城総合支所、高城教育課、消防局（総務課、警防課、予防課、指令課、
南消防署、北消防署）

山田総合支所、高崎総合支所、山田教育課、高崎教育課、
消防局（鷹尾分署、高崎分署）
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 （３） 事業の内容（導入時） 
導入時の事業内容は、次のとおりとします。 

   ① 研修 
    ア 三役等・部長等研修 

ⅰ目的： 市長、副市長、教育長及び部長等に対して、ファイリングシステムを

導入することの目的と意義について理解を図るもの。 
ⅱ対象者： 市長、副市長、教育長及び各部長等 
ⅲ研修内容： 文書管理をめぐる国や海外の動向、文書管理上の問題と改善の必

要性、ファイリングシステムの概要の説明ほか 
     ⅳ回数・時間： 全体で１回、１回当たり２時間程度 
    イ 管理職研修 

ⅰ目的： 各課等の責任者である課長等に対して、ファイリングシステムを導入

することの目的と意義について理解を図るもの。 
ⅱ対象者： 課長級の管理職 
ⅲ研修内容： 文書管理上の問題と改善の必要性、ファイリングシステムの概要

の説明ほか 
ⅳ回数・時間： 全体で２回、１回当たり２時間程度 

    ウ 専門・一般研修 
ⅰ目的： 各課等の担当者に対してファイリングシステムの専門知識を習得させ

るもの。 
ⅱ対象者： 全職員 
ⅲ研修内容： 切替え作業の手順、文書分類の仕方、キャビネット内の序列の組

み方、タイトルの付け方、第１ガイドの序列の組み方その他のファ

イリングシステムに係る知識・技術 
ⅳ回数・時間： ブロックごとに２回から４回、１回当たり１日（約６時間） 

 
   ② 実地研修 
    ア 目的： 切替え作業の現場（各課等の事務室）において、直接職員に指導し、

個別の相談に対応することにより職員の全員参加を担保して、文書管理

に対する職員一人一人の意識・理解を高めるもの。 
    イ 対象者： 切替え作業中のブロックに係る全職員 
    ウ 研修内容 
     ⅰ第１回実地研修 
      ・ 切替え作業の動機付け 
      ・ フォルダー化の可否について相談・助言 
      ・ 執務環境の整備指導 
      ・ 担当ごとのツミアゲ式分類方法の指導 
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     ⅱ第２回実地研修 
      ・ 前回の指摘事項の改善状況の確認 
      ・ 切替え作業の促進 
      ・ 執務環境の整備状況の確認 
      ・ フォルダーの序列づくりの指導 
     ⅲ第３回実地研修 
      ・ 前回の指摘事項の改善状況の確認 
      ・ 執務環境の仕上げ指導 
      ・ フォルダーの序列づくりの仕上げ指導 
      ・ フォルダーのラベル貼り 
     ⅳ第４回実地研修 
      ・ 前回の指摘事項の改善状況の確認 
      ・ 保管単位（課等）ごとの文書分類体系 
      ・ ラベルのタイトルの書き方指導 
      ・ ファイル基準表の書き方指導 
      ・ 色ラベルの確認・指導 
      ・ 継続文書の考え方の指導 
    エ 研修時間： １回の研修で、１課等当たり１時間半程度（ただし、職員数や作

業の進捗状況による変動があり。） 
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出
欠

確
認

な
ど

）
及
び

通
知

 
・

 
全
課

等
の

所
属

長
が

受
講

 

切 替 え 段 階 

１ ～ ４ 日 間 

・
 
専

門
研

修
の

準
備
（

会
場

の
手
配
、
テ
キ

ス
ト

の
作

成
・

準
備

、
出

欠
確

認
な

ど
）

及
び
通

知
 

・
 

専
門

研
修

の
実

施
 

・
 

関
係

す
る

全
職

員
が

受
講

 

２ ～ ３ 週 間 

・
 

各
課

等
切

替
え

作
業

の
促

進
・
協

力
 

・
 

第
１

回
実

地
研

修
 

・
 

指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

引
継

ぎ
文

書
の

受
入

 

・
 

切
替

え
作

業
の

実
施

 
 

 
事
務

室
の

整
理

、
簿

冊
ば

ら
し
、
フ
ォ

ル
ダ

ー
の

作
成

、
ラ

ベ
ル

書
き

、
ガ

イ
ド

立
て
な

ど
 

・
 

第
１

回
実

地
研

修
の

受
講

 
・

 
指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

指
摘

事
項

の
改

善
 

２ ～ ３ 週 間 

・
 

第
２

回
実

地
研

修
 

・
 

指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

第
２

回
実

地
研

修
の

受
講

 
・

 
指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

指
摘

事
項

の
改

善
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導      入 

切 替 え 段 階 

２ ～ ３ 週 間 

・
 

各
課

等
改

善
作

業
の

促
進

 
・

 
職
員

に
対

す
る

事
前

個
別

指
導
・

助
言

 
・

 
指
摘

事
項

の
改

善
実

施
 

・
 

第
３

回
実

地
研

修
 

・
 

指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

第
３

回
実

地
研

修
の

受
講

 
・

 
指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

指
摘

事
項

の
改

善
 

２ ～ ３ 週 間 

・
 

各
課

等
改

善
作

業
の

促
進

 
・

 
職
員

に
対

す
る

事
前

個
別

指
導
・

助
言

 
・

 
指
摘

事
項

の
改

善
実

施
 

・
 

第
４

回
実

地
研

修
 

・
 

指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

第
４

回
実

地
研

修
の

受
講

 
・

 
指
摘

事
項

の
記

録
 

・
 

指
摘

事
項

の
改

善
 

２ ～ ３ 週 間 

・
 

各
課

等
改

善
作

業
の

促
進

 
・

 
事
後

個
別

指
導

・
助

言
 

・
 

色
別

ラ
ベ

ル
の

配
布

 

・
 

指
摘

事
項

の
改

善
実

施
 

・
 

課
分

類
体

系
の

確
定

 
・
 

色
分

け
、
タ

イ
ト

ル
の

確
定

及
び
色

ラ
ベ

ル
仕

上

げ
 

・
 

フ
ァ

イ
ル

基
準

表
の

作
成

 
・

 
フ
ァ

イ
ル

基
準

表
の

確
認

・
受
領

 
・

 
フ
ァ

イ
ル

基
準

表
の

提
出

 
・

 
指
摘

事
項

の
改

善
実

施
 

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
導

入
終
了

 

運 用 段 階 

４ 日 間 

・
 

引
継

ぎ
・
移

替
え

研
修
の

準
備
（

会
場

の
手

配
、
テ

 
キ

ス
ト
の

作
成
・
準
備
、
出
欠

確
認
な

ど
）
及

び
通
知

 
・

 
引
継

ぎ
・

移
替

え
研

修
の

実
施

 

・
 

引
継

ぎ
・

移
替

え
研

修
の

受
講

 

※
 

こ
の

導
入

作
業

を
、

ブ
ロ

ッ
ク
の

数
だ

け
繰

り
返

し
ま

す
。
導

入
後

は
維
持
管

理
を

行
い
、

フ
ァ

イ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム
の

定
着

を
図

っ
て

い
き

ま
す
。
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参
考

 
切

替
え

段
階

に
お

け
る

作
業
内

容
（

１
ブ

ロ
ッ

ク
単

位
の
作

業
）

 
作

業
の
手

順
 

内
 

 
 

容
 

備
 

 
 

考
 

１
 

準
備

段
階

 
書

庫
の
整

理
（
書

庫
の

大
掃
除

）、
課
内

不
要

文
書

の
廃

棄
（

事
務

室
の

大
掃

除
）
、
廃

棄
文

書
の
処

理
、
不

要
な

備

品
の

撤
去

、
物

品
の

整
理

収
納

、
各
課

の
フ

ァ
イ

ル
責

任
者

及
び
フ

ァ
イ

ル
担

当
者

の
選

任
 

三
役

・
部

長
等

研
修

 
管

理
職
研

修
 

２
 

導
入

研
修

の
実

施
 

専
門

研
修

の
実

施
 

専
門

研
修

 

３
 

切
替

え
作

業
 

 
①

 
切

替
え

対
象

文
書

の
確

認
 

   
②

 
文

書
つ

づ
り

の
ば

ら
し

 
 
③

 
ツ

ミ
ア

ゲ
式

で
分

類
 

    
④

 
課

と
し

て
序

列
化

 

各
課

が
フ

ァ
イ

リ
ン

グ
シ

ス
テ

ム
へ
の

切
り

替
え

作
業

を
行

う
も
の

 
・

 
文
書

を
年

度
別

に
区

分
す

る
。
 

→
 

簿
冊

を
前

々
年

度
以
前

、
前

年
度

文
書

、
現

年
度
文

書
に

分
類
す
る
。
 

・
 
春

及
び

夏
に

導
入

す
る

ブ
ロ

ッ
ク
は
、
前
年

度
の

文
書

を
対

象
に
切

替
え
、
秋
以

降
に

導
入

す
る
ブ

ロ
ッ

ク
は
、

現
年

度
文

書
を

対
象

に
切

替
え

を
行
う
。

 
 

・
 
簿

冊
を

１
冊

ず
つ

バ
ラ

し
て
い

く
。

 
 

・
 
個

々
の

職
員

が
次

の
と

お
り
所
掌
の

文
書

を
ツ

ミ
ア

ゲ
な
が

ら
分

類
す

る
。

 
 

 
☆
 

小
分

類
を

作
る

→
関

連
性
の
あ
る

文
書

を
５

０
枚

程
度
に

ま
と

め
て

１
つ

の
フ

ォ
ル
ダ

ー
に

収
納
す
る
。
 

 
 

☆
 

中
分

類
を

作
る

→
関

連
性
の
あ
る

フ
ォ

ル
ダ

ー
を

１
０
冊

程
度

に
ま

と
め

る
。

 
⇒
 

第
２

ガ
イ

ド
 

 
 

☆
 

大
分

類
を

作
る

→
さ

ら
に
関
連
性

の
あ

る
中

分
類

を
５
つ

ぐ
ら

い
に

ま
と

め
る

。
⇒
 

第
１

ガ
イ

ド
 

 
・

 
職

員
個

人
が

ツ
ミ

ア
ゲ

た
分
類

を
課

と
し

て
取

り
ま

と
め
て

、
使

い
や

す
い

よ
う

に
序
列

を
組

む
。

 
 

・
 
一

度
組

ん
だ

分
類

全
体

を
課
の

全
員

で
点

検
し

て
、

試
行
錯

誤
し

な
が

ら
検

索
性

を
高
め

て
い

く
。

 

 
前

年
度

以
前

の
文

書
は

、
内

容
を

点
検

し
て

不
要

文
書

を
廃

棄
し

た
後

、
保

存
期

間
を

定
め

て
、

基
本

的
に

簿
冊

の
ま

ま
書

庫
に

保
存

す
る

。
 

 
こ

の
際

、
廃

棄
す

る
文

書
は

記
録

を
残

し
て

お
く

。
 

４
 

実
地

研
修

 
 

こ
れ
ま

で
に

各
課

が
行

っ
て

き
た
導
入
作

業
に

つ
い

て
、
専

門
的

な
見

地
で

チ
ェ

ッ
ク

し
、
現

場
に

お
い

て
実
地

研
修

を
行

う
。

 
→

 
合

格
す

る
ま
で

改
善

指
導

を
行

う
。

 
 

課
の

執
務

環
境

全

般
に

つ
い

て
、

研
修

す
る

。
 

５
 

フ
ァ

イ
ル

基
準

表
の

作
成

 
 

で
き
あ

が
っ

た
分

類
を
、
大

分
類
、
中
分
類
、
小
分

類
の
３

段
階
の

ツ
リ

ー
構

造
の

ま
ま

に
「

フ
ァ

イ
ル

基
準

表
」

と
し

て
作

成
す

る
。

 
→

 
こ

れ
が
文
書
目

録
で

あ
り

、
情

報
公
開

目
録

に
も

な
る

。
 

フ
ァ

イ
ル

基
準

表
の

作
成

を
指

導
 

６
 

現
年

度
文

書
の

分
類

 
 

前
年
度

文
書

か
ら

切
り

替
え

た
場
合

は
、

そ
の

経
験

を
も

っ
て
、

現
年

度
文

書
を

切
り

替
え
る

。
 

（
現

年
度

文
書

か
ら

切
り

替
え

た
場
合

は
、

そ
の

経
験

を
も

っ
て
、

前
年

度
文

書
を

切
り

替
え
る

。）
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４ ファイリングシステムの維持管理 
 （１） 維持管理の方針・目標 

ファイリングシステムの維持管理については、職員による自主的な取組みを導入

後から行うこととします。 
     行政改革課の中心的役割は、その自主的な取組みを推進することですが、当面は、

導入直後のルールの維持に重点を置くものとします。 
     特に、次の文書管理上の課題に再び陥ることのないよう、管理ルールの徹底を図

り、維持管理の取組みを適切に行うものとします。 
① 文書が、組織的に管理されておらず、職員それぞれの個人管理となり、私物化を 

引き起こしていること。 
② 文書のライフサイクルが機能せず、不要文書が氾濫し、事務室の整理がなされて 

いないこと。 
③ 事務室や書庫において、文書と物品が混在していること。 
④ 文書の所在や現況を正確に示す文書目録が作成されていないこと。 
⑤ 文書が施錠管理されておらず、情報漏えいのリスクが高いこと。 

 
 （２） 維持管理の取組内容 
   ① 巡回点検・指導 

各課等の文書管理状況を点検し、不備があれば改善を求めます。その際の指摘事

項は、期限を決めて改善させて、その結果を次回の指導時に確認します。 
     指導に先だち、各課等は「維持管理点検表（例）」（別紙１）により自己評価を行

い、その自己評価を基に指導を受けることとします。このことにより、各課等の全

職員に当事者意識を持つように促します。 
     なお、基本的に、巡回点検を春季に、巡回指導を秋季に行うこととし、合格が出

なかった課等については、フォローアップ指導を実施するものとします。 
     また、導入後１０年間は、年２回の点検・指導を継続することとします。 
    

② 研修 
その年度のファイル責任者、ファイル担当者、新採用職員及び異動職員などを対

象に、ファイリングシステムの運用、文書管理のルールについて、研修を行います。 
 

   ③ 各種イベントの実施 
    ア 毎月に１回「ファイリングの日」を設けて、ファイリングシステムの維持管理

を行う機会をつくります。 
    イ 年間を通じてファイリングシステムの整備状況がよかった課等への表彰制度を

検討します。 
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   ④ その他 
ア 文書取扱規則等を見直し、文書管理条例（仮称）の制定を検討するとともに、 
維持管理用のマニュアルや指針類を整備し、ファイリングシステムの定着化を図 
ります。 

イ ファイリングシステムの運用状況についての監査方法を検討します。 
ウ 文書管理委員会（仮称）を設置して、維持管理の中核としての役割を果たし、 
維持管理を適切に行える体制づくりを構築します。 

エ 教育委員会と連携を図り、アーカイブズの適切な移管ができるよう、移管基準 
を明確にします。 
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 （３） 維持管理の年間スケジュール 
時 期 行政改革課 各  課  等 

通

年 

 ・毎月１回「ファイリングの日」を設定して、文書の整理と執務環境の

保持を図る。 
・ファイリングニュース（仮称）

を発行して情報提供を行う。 
 

４
月 上旬～中旬

新規採用・異動職員に対する研修 新規採用・異動職員に対する研修の

受講 

５
月 中旬 

「前期」維持管理研修 「前期」維持管理研修の受講 

６
月
～
８
月

中旬～上旬

「前期」巡回点検 「前期」巡回点検の受検 

８
月 中旬～下旬

・「前期」巡回点検の分析・指摘事

項の確認、庁内周知 
・保存期間満了文書の廃棄作業 
・アーカイブズその他保存文書の

教育委員会移管作業 

「前期」巡回点検における指摘事項

の改善 

９
月
～ 

月 

上旬～下旬

「後期」維持管理研修・巡回指導 「後期」維持管理研修の受講及び巡

回指導の受検 

12
月 

中旬～下旬
「後期」巡回指導の評価のまとめ、

指摘事項の確認、庁内周知 
「後期」巡回指導における指摘事項

の改善 

２
月 上旬～下旬

・現年度ファイル基準表の完成促

進 
・文書の引継ぎ（キャビネットの

下段の文書を書庫へ）・移替え（キ

ャビネットの上段から下段へ）の

指導 
・保存期間満了文書の移管確認、

保存期間延長・廃棄文書の調査 

・現年度ファイル基準表の作成 
・文書の引継ぎの実施 
  → 総務課へ 
・文書の移替えの実施 
・保存期間の延長・廃棄文書の確認

３
月 上旬～下旬

・新年度用フォルダー等の準備 ・新年度ファイル基準表の作成・用

意 
・新年度用フォルダーの作成 

 

11 
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５
　
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム

の
導

入
・
維

持
管

理
工

程
表

月
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2
1

2
3

4
5

6
7

8
9

1
0

1
1

1
2
1

2
3

○
導

入
モ
デ
ル

ブ
ロ
ッ
ク
の

課
等

決
定

↓
↓

○
書

庫
の

整
理

○
書

庫
の

受
入

準
備

随
時

○
事

業
の

Ｐ
Ｒ

　
・
広

報
随

時
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→

　
・
ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ
（
Ｂ
Ｔ
Ｖ
）

随
時

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

　
・
テ
レ
ビ
（
Ｎ
Ｈ
Ｋ
・
民

放
等

）
随

時
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→

　
・
新

聞
随

時
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→

○
フ
ァ
イ
ル

責
任

者
・
フ
ァ
イ
ル

担
当

者
の

選
任

毎
年

度
↓

↓
↓

↓
↓

○
容

器
・
用

具
の

調
達

毎
年

度
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

→
→

○
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の

導
入

　
●

モ
デ
ル

ブ
ロ
ッ
ク
導

入
H
2
2

1
1
～

2
　
　
□

導
入

前
現

状
調

査
H
2
2

1
1
～

　
　
□

専
門

研
修

の
実

施
H
2
2

1
1

→
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６ 電子文書管理システムの構築 
 （１） 現行の文書管理システム 
     現行の文書管理システムは、保守期間が終了し、サーバーの耐用年数が過ぎてい

ることから負荷がかかっており、更新することが必要となっています。 
     しかし、紙文書の管理ルールと一元化しなければならないので、ファイリングシ

ステムが構築されたのちに、同一ルールで構築することになります。 
     そのため、ファイリングシステムを構築するまでは、現行の文書管理システムの

維持が必要となります。 
     なお、現行の文書管理システムの維持ができない場合は、新しいシステムを導入

することになりますが、必要最小限の機能で導入し、段階的に整備していくことに

なります。 
  
 （２） 新しい文書管理システムの構築 
     ファイリングシステムの構築が完了したら、新しい文書管理システムの導入を行

います。 
     国においても、公文書等の管理に関する法律の施行に合わせて、文書管理システ

ムの開発に取り組んでおり、その結果を踏まえながら構築することが肝要です。 
     その時の留意事項は、次のとおりです。 

① 文書管理システムの構築に当たっては、情報政策課と協議の上、導入する。 
② システムの仕様は、可能な限り、ファイリングシステムの管理ルールと同一の仕 

様とする。 
③ 次の（３）、（４）も含めて、紙文書との一元的な管理ができる次世代のシステム 

を構築する。 
 
 （３） 電子決裁 
     現行の電子決裁については、メリットを生かした活用を検討し、電子決裁と押印

決裁の適用を次のように明確に区分します。 
     また、新しい文書管理システムの構築に当たっては、電子決裁も含めて構築して

いくことを検討します。 
   ① 庁内文書、発意起案等で電子決裁によることが適当なもの及び他自治体や民間か

ら収受される電子的記録については、電子決裁システムで事務処理を行い、原則と

して、電子的記録のまま、サーバーで保管・保存を行う。 
     なお、紙に印字する必要がある場合は、その印字したものについて、ファイリン

グシステムで保管・保存を行う。 
   ② 他自治体や民間から収受される紙文書についてはすべて、また、庁内文書及び発

意起案で保存期間５年を超える重要な文書（５年未満であっても、決裁時に決裁権

者に対して口頭説明が必要な押印決裁も含む。）については、文書管理システムに件

名を登録の上、ファイリングシステムで保管・保存を行う。 
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 （４） 電子申請 
     電子申請については、申請時の市民等の負担を軽減し、増え続ける紙の申請文書

を整理削減する効果があります。 
     しかし、国においては、平成２０年度に文部科学省及び防衛省の電子申請システ

ムの運用が停止されました。また、平成２１年度においても会計検査院から利用率

が１０％を割った１２システムについて、システムそのものを停止するように求め

られ、指摘を受けた８省庁では廃止することが決定しています。 
     このように、電子申請の利用が進まなかった理由として、電子申請のほかに添付

資料が別に必要であることなど申請が複雑であることが挙げられています。 
     そこで、先進的な取組みをしている自治体の事例等の情報を収集して、本市に導

入する際の課題を抽出し、低廉なシステムでの導入の可否について検討します。 
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